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インフラ管理の新たな仕組みとして，地域住民，専門家，管理者などの様々な主体がそれぞれの役割をもって有機的

に連携する地域協働型インフラ管理がある．本稿では，地域協働型インフラ管理実装に向けて，仕組みを体系的に整理

するために，活動を実践する住民および専門家に着目し，組織論の視点から考察を行う．組織理論では，組織が参加者

に提供する誘因が，参加者の貢献を上回るのであれば組織は継続，成長する．すなわち，地域協働型インフラ管理の成

立を考えるにあたり，多様な主体の参加は，各々が前提条件や動機をもとに判断するが，協働することの魅力，協働し

た結果から得られる成果を鑑み，活動が継続，発展すると解釈できる．本稿では，中津川市神坂地区で実施した地域住

民と専門家の協働点検の取り組みについて紹介する．そして，協働点検参加者の観察結果から，地域協働型インフラ管

理が成立する要件として，参加者の誘因について考察をする． 
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1．はじめに 

 

道路関係施設の維持管理において，管理すべき量と管

理する人材の不釣り合い，管理対象や管理方法と地域の

ニーズの乖離1)，あるいは各種制度の整備からは派生し

た自治体が担いきれない，市場の原理が働ききらない領

域の存在2)など課題があり，従来の仕組みを見直し，新

たな仕組みを構築する必要性が指摘される．各地区の実

情に応じ，権限移譲や包括発注など仕組みが提案された

り3)，地方公共団体が運用する独自の仕組みをモデル事

業として選定し，実践を後押しすることも行われている
4)．筆者らは，昨今の公共的活動において，住民の参加

範囲が主体的あるいは制度面から拡大しつつあることを

受け，地域住民の活動をインフラ管理に位置付けるため

に，専門家と住民の役割分担5)，連携方法3)について，理

論的あるいは実践的に研究を進めている．本研究では，

地域協働型インフラ管理をキーワードとしているが，こ

こでは地域協働を「一定の地域を前提として、そこに存

在する住民が参画している多様な主体が、当該地域が必

要とする公共的サービスの提供を協力して行う状態」と

定義しており，地域住民の主体的な協力を含む多様な主

体が有機的に連携することを意図する．地域住民の参加

の範囲として，情報共有（半田市のfix my street6)や千葉県

のちぱレポ7)），資格を得た住民によるパトロール（岐

阜県の社会基盤メンテナンスサポーター8)）などがあり，

昨今，住民が一定の労力を供出する道普請的活動（例え

ば，橋守プロジェクト9）やアダプト制度10））など，住

民と管理者，専門家が一緒に汗をかき，管理をする実践

事例の報告がなされるようになってきている．筆者らは，

後述するように岐阜県中津川市における住民と専門家の

協働点検11)を行っている．本研究の目指すところは，こ

れらの個別事例から工夫を学び，体系的に整理をするこ

とで，地域協働型インフラ管理の意義，実装プロセス，

組織形態など多様な視点から議論を活発化させ，新たな

仕組みづくり実装に向けた知見を得ることである．本稿

では，組織論を援用し，体系的な整理を試みる．地域協
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働型インフラ管理が成立するには，参加者（あるいは自

治会や民間企業や行政などの組織）からの労力の提供が

必要である．組織理論では，組織が参加者に提供する誘

因が，参加者の貢献を上回るのであれば，参加者（組織）

は活動の提供を続け，その結果として組織は継続，成長

する．すなわち，地域協働型インフラ管理の成立を考え

るにあたり，多様な主体の参加は，各々が前提条件や動

機をもとに判断するが，協働することの魅力，協働した

結果から得られる成果を鑑み，活動が継続，発展すると

解釈できる．以下，2.では組織論について説明を加え，

従来の仕組みにおける課題をする．3.では，中津川市神

坂地区で実施した地域住民と専門家の協働点検の取り組

みについて述べる．4.では，協働点検の観察結果から，

協働協働型インフラ管理を成立させる参加者の誘因につ

いて考察をする． 

 

 

2．本研究の位置づけ 

 

本研究では，地域協働型インフラ管理の仕組みを体系

的に整理するために，組織論を援用する．本章のはじめ

に，組織論について説明したうえで，それを踏まえ，イ

ンフラ管理における従来の仕組みの課題を整理する．そ

して，地域協働型インフラ管理の成立要件について参加

者の誘因から整理をするために，Barnard の誘因につい

て説明を加え，本研究の視点を説明する．  

 

(1) インフラ管理の組織論からの課題抽出 

 Barnardは，組織を「2人以上の人々の意識的に調整さ

れた諸活動，諸力の体系」と定義し，組織の三要素とし

て，伝達，貢献意欲，共通目的を提示している 12)．ここ

では，組織目標あるいは共有された理解のもと，人は組

織を構成する活動や力とみなされる．つまり，組織を構

成する主体の行動は，個人の行動ではなく，組織の行動

とみなされる 12)13)． 

昨今の地域住民の公共活動への参加，専門家の地域貢

献活動を鑑みるに，インフラ管理において，従来の仕組

みで解決できない課題が存在することが示唆される．以

下では，インフラ管理における従来の仕組みの課題につ

いて組織論的視点から，2点について整理をする． 

1 点目は，組織間の関係である．インフラに対する要

望は，個人で解決できる範囲を超え，それが故，行政が

管理者となり，応えていく仕組みが成り立っている．個

人が管理者に直接要望を伝える場合もあれば，自治会シ

ステムを通じて，管理者に提出する場合などがある．自

治会システムを通じて要望を提出する場合においては，

自治会内で提出すべきか意思決定がなされ，地域の意見

として，管理者に提出することになる．管理者はすべて

の項目を確認し，一定の基準の中で，対応をするか否か

判断をしている．その結果，自治会として優先順位が高

い要望が対応されず，コミュニケーションがうまくいか

なければ，地域の要望があとまわしにされていると捉え

られることにもつながる 14)．地域住民，管理者の共通目

的は地域の安全安心を維持することであり，地域住民は

要望を提出する，管理者は要望を受け対処する，それぞ

れの組織は機能しているものの，組織間のコミュニケー

ションが断続的であるために両者の不和が生じることに

つながることが指摘できる． 

2 点目は組織と組織を構成する人の関係である．先行

研究において筆者らが岐阜県中津川市における住民要望

を整理した結果，150件中 41件が日常や災害時にインフ

ラの不備のため影響を受けるかもしれないという要望で

あり，そのうち 11 件が前年度以前から要望として提出

されているが対応に至っておらず，継続要望として提出

されている．地域住民の要望の根源は，不安や不快によ

るものが多くあるが，個人の要望が組織内の課題として

位置づけられることで，管理者の対応結果が個人の不安

解消に直結せず，要望として蓄積されていくことが指摘

できる． 

 以上の整理から，地域協働型インフラ管理の枠組みと

しては，連続的なコミュニケーションの機会と個人の満

足を満たす工夫が課題であるといえる． 

 

(2) 組織参加の誘因 

 ここでは，参加者の誘因について整理をする．人が組

織に参加し，組織に貢献するには，組織が参加者に提供

する誘因が，それを上回るからであり，Barnard は，組

織の誘因を特殊的誘因（The specific oncentives），一般的

誘因（The general incentives）から整理をする（表-1）．

Barnard は，一般には物質的誘因が重要であると捉えら

れていることに対し，他の動機の力を借りない限り，生

理的必要だけの水準を超えてしまえば弱い誘因にしから

ないとし，協働に対する誘因として理想の恩恵は最も強

力であると説明する．ここで，理想の恩恵とは，非物質

的，将来的または利他主義関係に関する個人の理想を満

表-1 Barnardの誘因 

特殊的誘因 一般的誘因 

物質的誘因 
material inducements 

社会結合上の魅力 
Associational attractiveness 

個人的で非物質的な機会 

Personal non-material opportunities 

情況の習慣的なやりとりと態度へ

の適合 

Adaptation of conditions to habitual meth-

ods and attitudes 

好ましい物的条件 
Desirable physical conditions 

広い参加の機会 
The opportunity of enlarged participation 

理想の恩恵 
Ideal benefactions 

心的交流の状態 
The condition of communion 
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足させる組織の能力を示す．また，社会結合上の魅力は

社会的調和を意味し，組織の誘因として決定的な場合が

あると示す．そして，商業組織，政治組織，宗教組織で

主な誘因が異なることを示す．つまり，商業組織は物質

的誘因を参加者に提供することが中心であり，政治組織

は物的誘因なしとし，理想の恩恵と共同体の満足が主な

誘因であると説明する．宗教組織においては，理想の恩

恵と血縁精神の交流であるとし，加えて参加者の物質的

な貢献を強いるため多様な誘因が必要であることを強調

する．同様に Simonに組織形態を，営利組織，政府組織，

非営利組織の 3つに区分し個人が組織化されたグループ

に参加する理由を説明する 15)．また，桜井はボランタリ

ー組織に着目をし，Barnardや Simonをレビューしたうえ

で組織的サポートによる好ましい作業環境，業務の魅力，

集団の魅力，参加による自尊心の獲得の 4つから誘因を

整理する 16)． 

 地域協働型インフラ管理は，多様な組織から形成され

る組織であることを踏まえるのであれば，参加者が所属

する組織ごとに異なる誘因が働くことが推察され，協働

組織を形成し，維持発展のためには，それぞれの特徴を

踏まえた仕組みづくりが必要であるといえる．なお，組

織参加を促す方策として，誘因のほかに説得があること

をここでは追記しておく． 

 

 

3．中津川市神坂地区における協働点検 

 

(1)概要 

新たな仕組みづくりの一例として，本稿で紹介する地

域協働型インフラ管理の事例は，岐阜県中津川市神坂地

区で実施した地域住民と専門家による協働点検である．

平成26年度から3年にわたり実施をしている．図-1に示

すように，協働点検は専門家による一斉点検とまち歩き，

ワークショップのプログラムで構成される．一斉点検で

は，ハザードマップやなどの情報をもとに，専門家が机

上で危険個所を抽出し，現地で具体的に状態を確認する

ことを実施する．地域住民と専門家のまち歩きでは，地

域住民からの要望と一斉点検の結果を現地で点検し，地

域で防災・減災上，またインフラ管理活用の視点から，

注意すべきところを確認し，住民による日常点検，清掃，

災害時の避難方法等を協働点検を通じて，確認する．ワ

ークショップでは，点検結果をもとに，地域でできるこ

とを討議する．なお，ここで専門家とは社会基盤メンテ

ナンスエキスパート（以下，ＭＥ）を意味する．ＭＥと

は，社会基盤の維持管理に関する高度な専門技術者集団

の名称であり，岐阜大学が平成20年度より，県内の自治

体や建設業界の土木技術者に対して養成講座を実施して

いる．ＭＥ自体も新たな維持管理の仕組みであることは

留意点として記す． 

 

 (2)結果 

図-2 には平成 26 年度の結果を示す．住民からの要望

の特徴として，市の優先順位として低い要望，心配ごと

市以外の管理者への要望があった．協働点検の結果，住

民の対応は，清掃や関係者との協議の場を設定すること

につながった．このことは，協働点検が知識を習得，不

安を解消するのみならず，自分たちでできることは，地

域活動の中で，実践することにつながっていると解釈で

きる． 

 H28 年度に実施をした協働点検における参加者の満足

度は，地域住民の協働点検満足度の平均は 94 点，ワー

クショップは 95点であり，ＭＥは協働点検は 79点，ワ

ークショップは 95 点であった．地域住民の満足度につ

ながった要因は，わかりやすい説明で地域の状況を理解

することができたことであり，改善として参加者の拡大

があげられた．ＭＥは協働点検の満足度が低い結果とな

ったが，知識不足の痛感や，運営に関する自身の経験不

足があげられた．満足につながった要因としては，課題

解決について議論できたこと，地域住民の熱意を知るこ

とができたことがあった．  

 

 

4．考察 

 

 協働点検参加者ふりかえりから，誘因を整理する． 

地域住民の誘因は，Barnardの宗教組織12)，桜井のボラ

ンタリー組織16)と類似して考察できる．地域住民にとっ

ては，要望が，専門家により対応される物質的な誘因を

期待することは前提であると思われるが，有力な誘因は，

要望に対して状態を確認できる，習慣的な作業の中で対

策できる学びであることがわかる．とりわけ，ＭＥとい

う集団が魅力であり，交流の機会自体から満足を得てお

り，活動の継続と参加者の拡大を望む声につながってい

る．参加者拡大については，説得の方法でいうところの

「機会の合理化」も重要であると解釈できる． 

専門家の誘因として，物的誘因はまったく見られない．

通常であれば賃金を得ることが主な誘因であるが，協働

組織への参加は，政治組織のような傾向があることがわ

かる．つまり，理想の恩恵と共同体の満足が誘因である

ように思われる．地域のインフラが適切に管理されるよ

う，地域住民の満足が得られるよう知識や技術を活用す

る利他主義的奉仕が誘因となっていることが確認できる．

地域住民は慣れた作業環境を望むが，専門家は自己の技

術を向上させ，地域から学び，活動の範囲を拡大させる

ことを重視しているように思われる．専門同士での学び

あいも重要な要素である．また，地域とのコミュニケー
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ションの機会から，ＭＥ像を獲得していく，非物質的な

性格の誘因も必要であることが確認できる． 

地域住民，専門家に共通していることは，お互いの集

団に対する魅力を感じ，交流することで学びを得ている

ことである．地域住民はＭＥの豊富な知識や技術に惹か

れ，ＭＥは地域住民の安全な地域を望む熱意や，学び姿

勢によって労力を提供している，つまりBarnardのいう心

的交流の状態が満たされ，協働組織に参加していると解

釈できる． 

 

 

5．おわりに 

 

本稿では，組織論を援用し，地域協働型インフラ管理

が求められる背景，地域協働型インフラ管理を成立させ

る参加者の誘因について考察をした．地域協働の仕組み

においては，地域住民と専門家の連続的なコミュニケー

ションの機会と，個人の不安解消につながる仕組みが必

要である．組織参加の誘因に基づき，岐阜県中津川市神

坂地区の協働点検を観察対象に，地域協働型インフラ管

理の成立要件について考察することに取り組んだ．地域

住民の誘因は，地域の安全安心を習慣的な作業の中で解

決できる策を専門家から学び，不安を解消することであ

り，専門家の誘因は知識や技術を提供することで地域の

安全安心に寄与することである．また，自己研鑽も重要

な誘因の1つである．それぞれの誘因はあるものの，地

域住民，専門家ともに魅力があるからこそ，両者が協働

に至ることは重要な要因であると考えられる．ここで得

た仮説を，汎用性のある仕組みとして議論することが今

後の課題であるとともに，静的な状態のみならず，組織

を繰り返し行われる組織化プロセス17)としてとらえるこ

とや，人-組織-環境，あるいは組織生成（Organizing）と

構造統制（Organized）18)からも検討をする必要がある．  
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図-1 中津川市神坂地区における協働点検の枠組み 

 

    

図-2 協働点検時に提出された住民要望と住民対応 

（平成 26年度） 
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